
草創期の四国における発電事業  

－－・一四国地方電気事業の歴史的形成過程（1）－  

伊 月 正 博  

Ⅰはじめに  

ⅠⅠ創設期の電気事業  

ⅠⅠⅠ四国地方における電気事業の創設  

ⅠⅤ 明治後半期に・おける四国各県の電気事業  

Ⅴ むすび紅かえて－】石炭と水力発電  

Ⅰはじめに  

周知のよう紅．，わが国に．おける電気事業は，先ず，火力発電による電灯供給  

事業をもってはじまっている。   

すなわち，先途諸国の極めて進んだ電信疲術なり，電気技術が，それぞれ，  
（1）  

はとんどストレート私人って来ているため，諸外国の進展と，足並が必ずしも  

⊥・致しないのは当然であろう。   

行灯の生活から，ガス灯の使用及び石油ランプの導入を経て，電灯照明の普 

及へと到る過程は，各々が，余り間隔をおかず紅・，はぼ踵を接して犀閲してい  

る。したがって，電灯照明がまだ実用化されない前に・，その事業そ・のものは，  

企業化され，電力事業の一濱としてはじめられたと言ってよい。  

（1）エジソンが，白熱電灯（炭素線電球）の実用化に成功したのは，1879一（明治12）年   

来のことであるが，5年後の1884（明治17）年に．は，わが国でも点灯されて－いる。ま   

た，1866（慶応2）年紅，大西洋横断海底電信線が完成しているが，国内では，i869   

（明治2）年に東京・横浜間，1873（明治6）年に凍京・長崎間の電イ言架設が完成し，   

大北電信会社がすでに行っていた長崎・上海（中国）間の海底電信線と合せて，一挙   

に．，世界の通信ネシトワ一久の中に・組みこまれた。   
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それ故に，電灯事業は，まず，火力発電に．よって出発し，後から普及する水  

力発電紅よって，大きく進展したのである。  

ⅠⅠ創設期の電気事業  

わが国に．おける最初の電安も事業である東京電灯は，明治16年に．許可を受けて  

19年に創立し，20年に本格的な電灯供給を行っている。   

このような，電気事業草創期の諸事件を年表から拾ってみると？次表（表  

2－・1）のようになる。   

また；明治前半期における各電気事業会社の創設状況は，表2－－2軋示す通  

りである。  

表2－1草創期の電気事業（年表）   
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表2－2 創設期各地に．おける電気事業の設立   

所在県名l払込資本金l 原動力  設 立時 期【 会  社  名  

以上の二つの表からわかるよう匿，国内において，はじめて電灯がともされ  

た，明治11年を出発点とすると，約10年の間に腰，東京電灯株式会社が創立さ  

れて，一・般電気供給事業を．開始するとともに・，電球製造事業も併せて実施して  

いる。そして，その後の10年の間にほ，北海道から九州までゝ はぼ，全国払わ  

たって，10社をこえる電灯会社の設立がみられる。   

更に．，この間に．，火力発電のみならず，水力発電が実施され，工場用電力の  

送電がはじまっている。加えて，電気鉄道会社の営業開始など，電気事業ほ，  

発送電と配電の技術上，営業上両面紅おいて，ともかくも順調紅・発展しはじめ  

たと言ってよいのではなかろうか。   

しかも，たとえば，，エジソンに．よる白熱電灯の発明が，1879年（明治12年）   
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（2）  

であることを考えても，わが国払おける電気事業生成が，時期的紅ほ，はとん  

ど諸外国と大差ない経過をたどっていること紅，他の産業部門との差異を指摘  

できるわけである。  

（2）本稿の往（1）参照   
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表2－3ほ，明治20年から31年にかけて－の，′電灯電力事業諸会社の経営規模  

（3） と経営状況を全国的紅まとめたものである。   
これによると，はば，明治30年代初めには，事業数で41祉，払込資本金の総  

額で550万円余りに．達し，供給戸数ほ．，約3万戸，取付灯数ほ．約14万灯をかぞ  

えている。  

衷2－4 全国電灯会社状況（明治28年皮）  

∴∴ 
＿ 

l社長又は専務竺撃  電灯数   

116，406  4，333，129   

（3）『帝国統計年鑑』およぴ『東京電灯株式会社開業五十年史』により作成   
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東紅，電力供給戸数と取伺灯数の伸び率を，明治20年，東京電灯株式会社創  

業時を1とした指数でみると，浸ぼ，10年間に．，戸数で約360倍，灯数で約1qO  

倍に達している。   

しかし，次の表2・－4にみるように，東京・横浜・大阪・名古屋。京都。神  

戸の6社に．よる電力供給が大半であって，全国の取付灯数の軌 約75％を占め  

ているので，地方への普及は，まだ，ようやくその緒についたばかりと言って  

よい。   

臥1戸当りの灯数を静出してみると，初期に・は，かなり平均灯数が多くな  

るが，その後は，大体，5灯弱の数字に落着くようである。  

ⅠⅠⅠ四国地方における電気事業の創設  

さて，四国地方における電力事業の形成過程をみて－みよう。表3－1は，明  

治末期迄に四国地域内で設立された電気事業である。正確紅ほ，43，44年段階  

で，徳島水力電気，四国水力電気等が現れろが，いずれも合併や名称変更であ  

るので，純粋に，明治年間に．創設され営業を開始したものを列記した。  

表3…1明治期四国地方に．おける電気事兼の設立状況  

設 立 時 期l   会 社 名   】 所在県名 l 原動力  

明治28年1月   徳  島  電  灯   徳ノ島   
ノ  

火  力   

28年11月   高 松 電 灯   香  川   火‘カ   

31年4月   土 佐 電 気 鉄 道   高  知   火  力   

36年1月   伊 予 水 力 電 気   愛  媛   水  力   

37年8月   讃  岐  電  気   香  川   火 力   

40年12月   今  治  電  気   愛  媛   水  力   

43年6月  l 宇 和 水 應   愛  媛   水  力  

四国地方の場合，政治経済的な発展がおくれ，電灯が最初に㌧点灯されたの  
（4）  

は，明治28年1月9日であって，わが国最初の点灯より17年，最初の営業用点  

（4）本稿次節の（1）「徳島地方」参照   
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灯としての東京電灯の点灯よりも，丁度，10年おくれたことになる。すなわ  

ち，四国4県の点灯開始時期を記すと，2番目の香川県カミ28年11月3日（高給  

電灯），3番目が高知県で31年4月11日（川崎電灯事務所＝土佐電灯），最後の愛  

媛県が36年1月17日で，伊予水力電気による点灯である。したがって，ほじめ  

の徳島電灯より8年後の与とである。しかし，伊予水力電気ほ，四国でほ，最  

初の水力発電であった。   

次ぎの表3－2，表3－3は，以上軋示した諸電力事業の経営状況を，四国  

内の総合として見たものである。  

表3－2 明治期四国地方における電力事業の経営状況（1）   

これによると，株主数ほ，はぼ22倍となり，資本金総額も額面で49倍，払込  

みずみでは79倍紅蓮している。更に，電灯事業の対社会的普及度を示す街灯基  

数ほ，徳島電灯株式会社1社のみの，明治28年を基準とすると，実紅1，013倍  

に．達しているし，高松電灯株式会社が加わった，翌29年を基準としても，54倍  

となっている。電灯供給戸数紅ついては，43倍強となり，灯数では，約64倍と  

なっている。   
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表3－3 明治期四国地方に．おける電力事業の経営状況（2）   

望七′奔次璧、l消費石炭   入 ⊆ 支  出  利  益  

更に，全体の流れを，段階に．区切ってみると，34～35年，38～40年，43～44  

年の3つの区切りができるようだ。つまり，この時点ではいずれも，株主数，  

払込資本金が，2倍以上の増加を示しているからである。これは，会社数の  

増加と，各個別企業の増資によるもので，当然それ紅応じて，街灯基数，戸  

数もはば同様に増加しているが，灯数の場合は，やや1，2年ずれる場合と，  

38～40年の場合のように，完全紅停滞してヽ、る時がある。   

尚，表3－3で，対払込資本紅よる利益率を算出して－みると，10％以上を越  

え．る時期も，ほぼ，先に指摘した，3つの段階に．見合うようである。  

ⅠⅤ 明治後半期における四国各県の電気事業  

次ぎは，四国内の四県をそれぞれ個別にみて，各県の電灯事業の経営状況を  

表4－1から，表4－4にかけて示しており，更紅，それを各県における電灯  

事業の創設初年を100として，その後の伸び率を示したのが，表4－・畠から表  

4一・8に、かけでである。   
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（1）徳島県地方   

徳島地方紅おいてほ，前節でもふれたように， 

1月営業を開始した徳島電灯株式会社をもって開始された。同社は，払込資本  

金8万円で，徳島市寺島本町に1，000灯供給用の火力発電所を設けi市の中心  

部新町・内町方面に電灯を供給したが，総容鼠200キロワット，125ボルトのエ  

汐ソン式直流発電機をそ・なえ，市内の約半分まで供給できたので，取付灯数も  

明治末期紅は．，2，673灯（10燭光換算，白熱電灯数）を数えている。社長は大  

串龍太郎，技師長ほ斉藤三七人で，一文配人は日根兵三郎であった。   

明治41年2月，資本金30万円で，設立された徳島水力電気は，42年18月に，  

那賀川の桜谷発電所を完成させ，出力700キロワットで，撫養町，小松島町を  

ほじめ，那袈，勝浦・板野・名東・名西の各郡町村から，43年11月，徳島市へ  

も供給をはじめ，徳島電灯を1年後の44年12月に合併した。   

この徳島水力電気は，後藤田千一・（2代目社長），生田和平（専務），生田彦  

平，多田忠七，武田正次郎（初代社長）等の発起に・より，－・般供給以外に．，卸  

売として，撫養電気株式会社へも送電して－おり，初代技師長に．は寒川恒貞が就  

任していた。   

41年5月に・許可を受け，43年開業した辻町水力電気ほ，資本金6万円で，100  

キロワットの水力発電に・より，三好郡の－・部や，池田田丁等へ供給しでおり，社  

長は多田興平，主任技師は林喜平で，43年当時，需要家戸数629戸を数えてい  

たが，大正2年3月，四国水力電気（香川県）に・合併されている。したがって，  

明治末期までは，統計上，徳島県に恩人されるが，大正以降は，香川県に入る  

ことになる。   

臥 先の撫養電気は，資本金5万円で，42年5月許可をえて，撫養町を供給  

区域として出発した。当初は，小規模の火力発電紅よっていたが，同地域把．進  

出してきた徳島水力電気から受電することになり，結局，44年7月紅は」司社へ  

合併された。   

すなわち，以上4社が明治年間の徳島地方における電気事業であり，そ・の県  

内の総計は，表4－1である。これを伸び率紅直した表4－5と合せてみてみ   
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表4－1電 灯  会 社 （徳島県）  各戸引用  

数極本金儀木霊桓立金i線路長！線條長優笈l戸数i灯丁哀一備盲   

円】  円l   円  田 町 間  
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全般的紅みて，徳島水力電気が加わるまでほ．，株主数にほ．はとんど変化はな  

く，払込資本金が約2倍紅なる（明治42年）ぐらいである。したがって，43年，  

44年で大きく変化する。株主数は5倍，資本金で約27倍，払込み額で19倍であ  

る。線路長，線條長の伸びは，やはり，42年頃までは，ごく少しづつ増加が認  

められや程度で，どちらも，14年間に・1・6倍はどになっているに・すぎない。こ  

れは，電灯の取付数についてもはば同様と考えて差支えない。表4－5では，  

街灯基数の伸びが，42年で約8倍近い数字に．なるが，これは，規準にした28年  

の街灯基数が極端償すくなからたこと紅よる。   

そこで，43年と44年の2年間での大きな変化についてみると，前者の線路長，  

線條長では．，約11～12倍であり，供給戸数および取付灯数では，大体20倍前後  

であって，これまセの他の頃目と大差ほ．ない。しかし，街灯基数だけは，先述  

のように．，28年をのぞいて29年を規準にとってみても，明治末期の44年は，約  

50倍，．対前年比においても，約23倍と，その増加ぶりは，異常なはどである。  

これは，新しい，規模もより大きな徳島水力電気の出現と，そ・れをめぐって，  

徳島市や撫養町での競浄がその1因になっていると考えてもよいだろう。つま  

り，後払みる他の3県鱒場合は．この様な異常なはどの増加ぶりほ示していない  

ことからも，徳島地方の特徴として指摘できるであろう。   

まだ，近代的な交通体系が未発達であり，四国地域が新しい近代社会形成の  

中で，やや取り残された感じの強い当時として，古くから京阪神と交流が盛ん  

であった徳島地方ほ，－・番早く影響を受けており，大阪電灯，京都電灯といっ  

た関西の電気事業ほ，徳島地方へ強い刺激を与えたからであろう。ほじめ紅．も  

のべたように．，最初の点灯である明治28年1月9日の徳島電灯開業と，44年の  

徳島水力電気の開業に．よる電灯供給事業の急速な拡大は，前者が，日清戦争後  

の経済拡大期であることと，後者が，日露戦争後の停滞期ではあるが，資本の  

集中集積が進行する中で，動九エネルギ・一に‥おける水力発電の地位の上昇過程  

に．乗ったものと考えてもよいのではなかろうか。  

（2）香川県地方   

香川県地方で最初の電灯が点火したのは，徳島紅．約10か月ほどおくれた，明   
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拾28年11月3日，高松市に．おいでであった。   

この点灯を行った高松電灯株式会社ほ，28年2月認可を受け，4月設立，11  

月3・日試点灯，同月7日開業という経過をたどった。当初資本金5万円（後に 

8万円）で，社長ほ牛窪求馬，専務は松本千太郎で，内田一に本社と火力発電所  

を設け，50キロワットの嘩柏交流発届機2台で供給に・当った。開業当時，供給  

戸数は294戸，取付灯数ほ657灯で，高松市内の中心部がその供給地域であった  

ようだ。   

高松電灯の営業状況を知る計数表は完全でほ．ないが，帝国統計年鑑から抜き  

出した数字は，表4－2の29年から35年にかけての欄紅．おいて見ることができ  

る。しかし，この7年間の動きは．，必ずしも充分な成長を示すものとは言えな  

いように思う。  

表4－2 電  灯  会  社 け （香川県）  各戸引用  

年度l梵蓋L妹数1資本金儀本宝庫立金】線路長壬線條長優笈恒一数l灯数l備考  

（注）本表をはじめ，本稿中の諸統計表ほ，『帝国統計年鑑』『電気事業要盟』  

『東京電灯株式会社開業50年史』『電気事業発達史（電気事業講座2）』『明治前  

期産業発達史資料・別刷72』『四水30年史』『東邦電力史』『高知県営電気事業  

史。第1巻』等に．より作成したもゐである。  

表4－・6の伸び率を示す表と合せてみれば分るように，資本金に・変化なく，  

株主数は減少しており，線路長，線候長が3～5割増を示しているだけで，街  

灯基数は減少，需要家数は増減があって，結局，さしたる変化はない。取付灯   
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表4－6 県別電灯会社営業規模の伸び率（香川県）   

順本金卜線  路長】線条長l街灯基数】戸  
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数だけが，この期間内紅，約2倍紅なっていることが認められる。   

明治末の44年段階で咋，発電の紐容嵐が，200キ占ワット，1，000ボルトとな  

り，白熱電灯数が10燭光嘩算で2，500灯となる。   

明治31年9月設立の西讃電灯ほ．，33年10月に讃岐電気と改称したが，金蔵寺  

火力発電所を36年4月紅完成させて，発電力60キロワットで，同年7月30日か  

ら営業をほじめた。創立当初は資本金12万円，社長は増田穣三で，主として，  

丸亀・多度津方面で点灯したが，明治37年には，日露開戦にともなって，師団  

のある善通寺方面への供給をはじめ，翌年の琴平地域の供給を合せて，そ・の需  

要増大に対応し，150キロワットの発電機を増設し，明治39年初紅ほ，発電総  

容鼠210キロワット，2，200ボルトで，白熱電灯数ほ10燭光換算で，3，900灯紅な  

っこていた。このように・，戦時景気に・よる経済膨張紅対応できる能力を備えた  

が，やがて，戦後恐慌につづぐ慢性的な不況の彼の申で，業績ほのびず，40年  

5月，資本金120，000円を36，000円に．減資して，損失な補い，景山甚右衛門を  

社長紅迎える。   

こうして，経常の建て直しをはかった同社は，水力発電に手をつけ，徳島県  

の祖谷川開発の許可を得て，発電を計画し，社名を四国水力電気株式会社と改  

めた。四国水力電気は，資本金1，200，000円（払込済549，000円），株主数328名  

で，明治胡年当時，規模としては，伊予水力電気と並ぶ四国の中心的な電力企   
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業であった。舞9表，第13表において，44年度の数字が大きくふえているの  

は，高松電灯紅四国水力が加った数字となるからであり，同年度の両者を比較  

すれば，四匡水力ほ高松電灯紅比して，資本金で12倍（払込済で5．串倍），線路  

長。需要家戸数・取付灯数でいずれも約2倍であった。  

（冨）愛媛県地方   

ほじめにものぺたように．，愛媛地方に．おける電灯事業の開始は．，四国内とし  

ては4番目であったが，水力発電をいち早く取り入れて出発したことで，注目  

すべきであろう。   

わが国の電力供給事業は，ほじめ軋もふれたよう虹，火力発電に・よる電灯偲  

明として出発している。すなわち，電灯需要は，主として都市部の比較的富裕  

な階層から普及したと考えられるが，だから，小規模でも設置し易い火力発電  

所を，需要家の多い都市部紅設琴したわけ■である。   

しかし，それに対して水力発電の場合ほ，地理的条件紅大きく左右された。  

つまり，水力発電の設置可能な場所ほ，言うまでもなく河川の上流地域であろ  

うが，このような地域は当然，人口密度が低く，いわゆる岬・般供給としての需  

要家は数も少ない。しかも，送電技術が未開発であるから，水力発電を都市の  

需要家に用いることほ不可能である。結局，都市照明用というよりも，水源地  

近くの工場の動力用としてか，又はそのエ場の照明用としてか利用できないこ  

とが，初期の火力発電を主というパターンになったのである。   

したがって，ごく初期の水力発電としてこは，下野麻紡績の工場照明用として  

設置されたもの，およぴ，足尾銅山に．おいて，シL⊥メンス社（ドイツ）のケス  

ラ一技師紅よって計画された水力発電で，特に，後者は鉱山用として，揚水用，  

捲揚用，という動力と，電灯用という照明の二本立てであった。   

しかし，明治24年から25年紅．かけて，琵琶湖疏水を利用した，わが国最初の営  

業用水力発電として，京都市に．蹴上発電所が完成し，京都電灯会社に卸売供給  

をはじめ，ようやく，水力発電への関心が高まり，水力開発がすすめられるこ  

とになる。これは更に．，日清戦争後の，石炭価格の値上りに．よる電力コストの  

高騰に．対応するために・は，水力発電への傾斜を必要とすることにな1・つてくる。   
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これは，明治32年に．なって，わが国においても，10000ボルトの高圧送電が出  

現し，20キロメ－トル程度の遠距離送電が可能となったことにより，ようや  

く，水力発電が発電事業の主座紅つくことに．なる。   

このような時期に，伊予水力電気株式会社は設立が計画されたのである。   

愛媛県地方において，水力発電事業を企てたのほ．，伊予鉄道の創設濱小林信  

近であった。彼は，同地方，あるいぼ中国四国地方に・おける，代表的な企業者  

の1人であろう。小林ほ明治19年に，資本金60万円の伊予鉄道株式会社を設立  

しているが，これほ私鉄として，関西地方の阪堺鉄道につぐ，全国でも2番目  

の鉄道であった。   

この鉄道が完成した後，小林は電気事業に着手した。すでに朋治20年代半ば  

に．，水力発電を考え／て，水源調査を行なうが，まだ無理だと覚り，火力発電に 

よる電灯事業の創立を推進し，日清戦争後，苦心して－，松山電灯株式会社の設  

立にこぎつけるが，はとんど同時に設立が計画された伊予水力電気株式会社  

（広島市の桐原恒等の発起）との競合を避けるため，井上要（伊予鉄道監査役）  

の調停を受け入れ，この両社を1本化し，資本金30万円の伊予水力電気株式会  

社の創設となったのである。   

しかしながら，資本調達がなかなか予定通りに．進まず，京都市内電車建設を  

推進した才賀藤吉の援助をうけて，ようやく，36年1月17日営業開始となっ  

た。   

一方，束予地方に．おいては，2、3年おくれて，地元今治出身で，京都電灯  

の技師長であった広川友吉の勧めに応じて，阿部光之助らが39年9月2日紅今  

治電気株式会社を創立している。同社は払込資本金61875円，40年11月22日に  

長谷発電所の完成で，12月から営業を開始したが，更に・，42年8月に蔵敷火力  

発電所を完成させている。   

さて，このような愛媛県地方の明治後期に‥おける電灯会社の営業状況ほ，表  

4－3と表4－7に．よってみることができる。これによると，明治35年からの  

10年間紅，株主数で，約2．2倍，払込資本金で6．4倍（資本金総額では13．5倍）  

紅なっており，線路長・線條長は，・そ・れぞれ4．15倍と．3．3倍に・なっている。需   
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要家戸数，取付灯数とも12倍及び7．5倍と順調にイ申びているが，他の地域にく  

らべると，戸数の伸びに比して，灯数の伸びはゆるいようである。他の3県は  

逆に戸数のふえ方よりも，灯数の増加割合の方が，大きいようであり，したが  

って，1戸当りの取付灯数は，平均的に，愛媛県以外の3県は増加傾向と言え 

るが，愛媛県は逆に．，減少の傾向が見られる。  

表4－3 電  灯  会  社  （愛媛県）  各戸引用  

年度麿童l株数l  資本金憶木霊恒立金】線路長l線條長儲l戸数l灯数l備考  

表4－7 県別電灯会社営業規模の伸び率（愛媛県）  

（4）高知県地方   

高知県地方では，愛媛県よりも5年早く，四国内としては3番目に．電気の火  

をともしている。すなわち，明治31年4月、11日，川崎電灯事務所紅よる点灯で  

あった。川崎電灯事務所の創設者，川崎幾三郎（2代目）ほ，南四国において，   
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渋沢栄一－・紅比肩される人物である。彼は，安政2年10月，土佐の豪商であっ  

た，初代川崎幾三郎の2男として生まれている。彼は，比較的早い時期に．，電  

灯事業の発展性を承知し，会社形態の電灯事業を設立しようとして準備してい  

るところへ，競争相手が出現したので，急遽，川崎個人の名儀で出願したので  

ある。   

川崎電灯事務所ほ．，29年8月15日に出願，30年4月1日許可となり，施設の  

工事を進め，1年後，前記の日付に．営業を開始したのである。しかし，実際に  

は，先に封画中であった会社組織として，土佐電灯会社が，31年1月29日設立  

され，川崎事務所の事業の譲渡を受け，資本金10万円、（払込資本金額3万円）  

で発足し，翌32年に」は土佐電気と改称した。   

この土佐電気は，38年に．1時，土佐電気鉄道に合併された後，再び土佐電気  

の名称紅もどって，以後，高知県地方の電灯事業の中核となって行く。   

高知県の場合は，一・方，県議会において－，水力発電の計画が立案され－比  

較的水源に・恵まれた同県地方としてほ当然であろうー，明治35年に．水力電気  

調査費が予算化されたことによって，いわゆる県営電気の歩みがはじまるわけ  

であるが，実際に・陽の目をみるまでに・は，多くの曲折を．え．ることとなり，送電  

開始は明治も末期の42年2月1日であった。   

以後，高知県地方では，民営の土佐電気と公営の高知県営電気局の二つの電  

力専業者が準電供給を行なうことに・なる。／四国内の他の3県は，いずれも大正  

以降ほ，はば，1県1社．の恵力企業に・集中されて行くのと，好対称であった。   

明治末年に‥おいて－，土佐電気は，払込資本金が673，000円，110キロワット・  

2200ボルトの交流発電を火力でもって行なっており，県営電気局の方は，県下  

の水力発電第1号である県営平山発電所（最大出力1，000キロワッり 紅よっ  

て，土佐電鉄に．も電力を供給していた。   

このような，同地方の電気事業の営業状況は，第11表と第15表に．よってうか  

がうことができる。この10年間紅株主数に・おいて，12．8倍，資本金総額で10倍，  

払込額では25倍である。又，営業規模を示す線路長・線係長紅ついてみると，  

それぞれ，5．1倍，5．2倍となっている。電灯供給状況での伸びを示す，街灯盛   
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数，需要家戸数，取付灯数の伸びを見ると，それぞれ，28．3倍，13．6倍，16．9  

倍となっでいる。  

表4－4 電  灯  会  社  （高知県）  各戸引用  

線催長優笈一戸数】灯数l備考  皮脂株数弓資本金順本宝庫立金巨  
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表4－8 県別電灯会社営業規模の伸び率（高知県）  

年可l資本金】線路長！線傭長l街灯基数l戸   

これを，先に．もふれた，愛媛県地方が，全く同じ期間（明治35年～44年）で  

あるので，くらべてみると，街灯，及び戸数について－は，はとんど大差はない  

が，各戸の取付灯数に．ついてみると，高知県は愛媛県の2倍以上の伸びを示し  

’ていることに．なる。実際の灯数そ・のものほ，明治44年紅おいて，わずか紅高知  

県の方が少ない程度であるが，この高知県の電灯数の伸び率は，街灯及び各戸  

取付灯数を加えてみて，特に．明治42年からの伸びが著しい。これは，県営電気  

局が送電開始したことによるものと思われ，やはり，水力発電による，比較的   
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廉価な電灯供給の可能性のできたこ・とが影響しているものと言えよう。  

Ⅴ むすぴにかえて一石炭と水力発電  

以上，四国4県を個別に見た上で，四国地方全体をまとめて考えると，いず  

れも電灯会社としての発足は，20年代末から30年代はじ 

格的な営業はやほり，40年代紅入ってから－一つまり，明治末期と考えて間違  

いはない。   

とすれば，四国地方に‥おける電力供給専業の展開は，いうまでもなく，水力  

発電の出現によると一応断定して－もよいのではなかろうか。   

このような，火力発電中心から，水力発電主体へと移行してゆく原因の一つ  

は，石炭燃料の高価格に．あると見てよいが，その数量的裏付けを，表5→1以  

下の4つの表紅よって考えてみたい。   

表5－1ほ．，全国の石炭産出額の推移である。これほ，総額であるが，明治  

末期の10年間に．，はば倍増しており，更に，その後も同じぺ－スで増加してい  

る。この状況は，5年毎の平均数豊をみても，大体あてほまるようだ。しかし，  

つぎの表5－2に．よって，石炭価格の総額の推移についてみると，少し事情が  

追ってくる。すなわち，年度紅・応じてかなり高低の変化がある。産出額とくら  

ぺながらみて一行くと，傾向としてほ，やはり漸増であるがサ 39，41の各年や大  

正狂人っての数年は，平均的把．価格が高いと言えよう。   

さらに．，表5r3に見るように．，明治24年から31年までの7年間に，約2倍  

に．なり，発電コストの上昇が，火力発電事業の発展に大きな：プレ－キをかけて  

いると言えよう。これ隠，つぎの表5－4に．見るよう紅，横浜共同電灯でほ，  

明治26年から30年へかけて，24％から49％へ，名古屋電灯でほノ，12％から舶％  

へと，約4年の間に，2～4倍の増大を示しており，その比率としても，燃料  

費が単分近くに達している。   

このように，火力発電の場合，電気料金が水力の2倍近く紅なっていること  

も，火力から，水力への傾斜を高めて行くこと紅なる。四国における電気事業  

の生成は，このような，火力から水力への推転の時期把．当っていたことを忘れ   
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表5－－1石 炭 産 出 額  
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産  額 l 朗年に対する指数  

衷5－2 石  炭 価 額  

価  額 l 34年阻対する指数   
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衷5－3 明治中期における石炭価格の推移  
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表5－4 明治中期に．おける火力発竃の燃料費比率の上昇  

（電灯料金に対し）  

てほならない。   

尚，四国紅おける火力発電と石炭の問題は，稿をあらためて詳説したい。   

（追記） 本稿を草する紅当っては，史資料紅かんし，四国電力株式会社企画  

部の松木，刑部両氏紅大変お世話になったことを記して謝意を表した  

い。また，諸統計表ゐ作成と原稿の浄書・校正は．，すべてゼミナ－ル  

の原田篤子氏の卓紅よるものである。あわせて謝意を表したい。   
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